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(コード番号:    )－ －親 会 社 名 － 親会社における当社の株式保有比率： ％

米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )16年 3月 期 平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期        9,560    24.2       1,358－        1,130－

15年 3月期        7,695    14.7         △55 －         △128 －

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          463－          18.53－     10.2     6.0    11.8

15年 3月期         △435 －         △17.43 －    △10.8    △0.6    △1.6

(注 )1.持分法投資損益 16年 3月 期 百万円 15年 3月 期 百万円－ －
2.期中平均株式数(連結) 16年 3月 期     24,992,670株 15年 3月 期     24,997,153株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

      18,909        4,927     26.1        197.1816年 3月期

      18,682        4,138     22.2        165.5815年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 16年 3月 期     24,991,420株 15年 3月 期     24,992,860株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
       2,590        △658       △1,359        1,77616年 3月期

15年 3月期          859        1,125      △2,139        1,349

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    2     0     0

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    0     0     0     0

2．      の連結業績予想 (           ～           )17年 3月期 平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期        4,100          900          500

通 期        7,600        1,500          700

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          28円 00銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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〔添付資料〕 

 

１．企業集団の状況 

 

  当社グループは、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 

主な事業内容は外航海運業であり、当社および子会社２社の所有する船舶の自社運航と定期貸船を行っ

ております。一方、2003年 10月より主要株主である㈱商船三井と業務提携し、スモール･ハンディ型船の

運航受託を開始しております。また、同業他社から定期借船した船舶の自社運航およびそれらの定期貸船

も行っております。 

その他、当社グループでは不動産賃貸業を併営しております。 

  事業の系統図は次のとおりです。 

 

荷    主  用船社 (本邦同業他社)  欧米用船社 

  ↑  ↑ ↑  ↑   

  航海用船  裸用船 定期用船  定期用船   

            

            

 当  社 (外航海運業および不動産賃貸業)  

 ↑  ↑    ↑  

  

航
路
事
業 

 

不
定
期
船 

 運航委託  定期用船    定期用船  

船
舶
貸
渡
業 

       裸用船      

       ↓      

㈱商船三井  連結子会社２社  船主 (同業他社) 

 

 

２．経営方針並びに経営成績および財政状態 

 

(1) 経営方針 

 

① 経営の基本方針 

 

当社グループは、運航部門では所有船舶および同業他社から定期借船した船舶による北米・豪州からの

穀物輸送、北米・ニュージーランドからの木材輸送および北米向け鋼材輸送、東南アジア向けセメント輸

送等を中心に行っております。また、2003 年 10 月より㈱商船三井より２万４千トン型を中心としたスモ

ール･ハンディ型船を運航受託し、運航収益の改善と共に同部門でのシナジー効果を図っております｡ 

一方、貸船部門では石炭専用船、ハンディ型船を定期貸船とする船主業務を行っております。 

今後は更に輸送需要と輸送形態に対応しながら輸送貨物の多様化と効率化を図り、業容の拡大、空船航

海を減少させることによる営業収支の改善、安全運航、顧客との信頼関係の強化と運航コストの削減を実

施し、高収益体質の会社を目指しております 

 

② 利益配分に関する基本方針 

 

  当社は、変動する海運市況、為替、燃料油価格の騰落に備えコスト競争力のある船隊整備と状況変化に

柔軟に対応する営業活動を通じ経営資源の内部留保に努め、企業体質の強化を実現し、株主の皆様に安定

的かつ継続的に利益を還元していくことを目標としております。 

  当社単体の平成１６年３月期決算において、６２０百万円の未処分利益を確保することができましたた

め、安定的に配当するための財務体質が整ったとの判断から､ ２２期ぶりに１株当たり普通配当３円 およ

び創業１００周年記念配当２円の計５円の配当を行いたいと存じます。 
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③ 会社の対処すべき課題 

 

  今後も国際的なコスト競争力の強化・実現に向けた取組みを継続すると共に、当社営業活動におけるハ

ンディ型部門での優位性を生かした海外展開を積極的に推し進め、市況下降時にも安定的な利益の出せる

営業基盤の確立に努める所存であります。 

 

④ コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方および施策の実施状況 

 

当社は、的確かつ迅速な意思決定と業務執行を行い､効率的で健全な経営を実現することを重要課題とし、

充実したコーポレート･ガバナンス体制の構築に取り組んでまいります。 

 

当社の経営管理組織体制は次のとおりとなっております。 

 

株主総会 

           選任･解任 
  

           選任･解任

           ５名   
選任･解任 

４名(社外３名)

  会計監査人 

会計監査 

監 査 取締役会 

取締役   

監査役会 
監査役 
業務監査 

      
選任･監督

      

      代表取締役社長       

                

                 

担当取締役  担当取締役   担当取締役  担当取締役 

                 

 
総
務
部 

   
経
理
部 

 本
船 

  

船
舶
部 

  
営
業
部 

 

 

取締役会は５名で構成しており経営判断が迅速にできるよう少人数で経営しており、月１回の定例取

締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では各取締役が重要事項を全

て付議し、業績の進捗についても議論し対策を検討し決定しております。なお、社外取締役は選任して

おりません。 

 

当社は監査役制度を採用しております。監査役４名のうち社外監査役は３名であり、社外監査役１名

を含み常勤監査役は２名が執務しており、取締役会には必ず出席しております。更に社内の重要な会議

には積極的に参加し、取締役の職務執行を充分監視できる体制となっております。なお、社外監査役と

当社との取引には特別な利害関係は有りません。 

公認会計士監査は新日本監査法人に依頼しております。年間監査予定表に基づき、期末に偏ることな

く、期中も定期的に監査が実施され、正確で監査しやすい環境を整備しております。 

顧問弁護士は虎ノ門南法律事務所に依頼しており、国際および国内事案について必要に応じてアドバ

イスを受けております。 

 

当社はコンプライアンスの強化、徹底を推し進めていくため、社内規程、業務の再チェック等を主な

改善項目として、全社的な取り組みを実施しております。 

  



-4- 

(2) 経営成績及び財政状態 

 

 ① 経営成績 

 

当期における世界経済は、世界の工場としての地位を確立した中国がますますその力強さを示すように

なり、海運市況にも大きな影響を与える存在となりました。 

中国国内ではインフラの未整備などいくつかの大きな懸念を内包しているものの、一年を通じて世界各

国から大量に原材料を輸入し、旺盛な内需を賄うと同時に海外市場に大量の製品を輸出してきました。 

この結果、世界の主な原料積み出し港では、中国向けの船積みを待つ船舶の長期滞船が顕著化し、これ

がばら積み船の需給を逼迫させたため、期初から不定期船市場は活況を呈することとなりました。 

特に鉄鉱石などの製鉄用原料を輸送するケープ型船は、期初の日当たり約２万ドルであった用船料が、

秋口には約６万ドルに、昨年末には約９万ドルの驚異的なレベルとなり、穀物等を輸送するパナマックス

型船は、一年間で 1万４千ドルが４万ドル超に、ハンディ・マックス型船も 1万ドルが３万ドルにと史上

最高の市況を記録しました。  

当社グループの主力船型であるハンディ型船の市況は、大型船市況の上昇にはやや遅れたものの、期初

から緩やかな上昇を続け、北米積み・日本揚げの農水省（旧食料庁）向け小麦運賃では、期初にはトン当

たり３２ドルであったものが秋口には４０ドルへ、米材運賃は一航海当たり７０万ドルが８５万ドルとな

りました。 

殊に昨秋以降は、中国経済の躍進が更に顕著化したため、運賃・用船市場とも未曾有の高騰を示し、小

麦運賃は期末には６５ドル、米材運賃は１３０万ドルと一年間で約２倍のレベルにまで達しました。 

尚、燃料価格は１年を通じてトン当たり１７０～２００ドルの高値基調で推移し、為替相場も期初から

緩やかに円高で推移したため、年間平均では１１３.１８円となり、前期と比べ９円弱の円高となりました

が、当期においては海運市況の高騰を全面的に享受することにより、営業利益を大幅に改善することがで

きました。 

また、市況の急激な上昇時に、市場から船腹を用船して各荷主と輸送契約を締結する場合、荷主より収

受する運賃と船主に支払う用船料に大きな逆ざやが生じることとなるため、当社グループの所有船と長期

用船船による営業活動を中心に行い、大幅な業容の拡大は見送りました。 

しかしながらこの機会に、当社グループの事業基盤の一層の確立を図るために、昨年１０月より株式会

社 商船三井のハンディ型船の運航を受託し、この分野でのシナジー効果を追求しつつ、両社船の運航によ

る配船の効率化を図り、ハンディ型船部門での優位性、競争力をより一層高めることに努めました。 

また当社グループはこれまで国内市場を中心に事業活動を展開しておりましたが、汎用性のあるハンデ

ィ型船の特性を活かすべく、海外市場への進出を企図し、欧米の船社等と友好関係を結び、船腹の融通の

他、人的交流を開始しました。 

  

一方、当社グループの海外会社においては、同業他社の新造船について共有持分の出資を実施し、業容

の拡大を図りました。 

 

以上の結果、営業収益は前期に比べ１,８６５百万円増の９,５６０百万円となり、営業費用は前期に比

べ４５１百万円増の８,２０２百万円となり、営業利益は前期に比べ１,４１３百万円増の１,３５８百万円

となりました。 

経常利益は当期において営業外費用に為替換算差損８５百万円を計上しましたが、前期に比べ１,２５８

百万円増の１,１３０百万円となり、これに特別損失１９８百万円〔退職給付会計基準変更時差異償却額（５

年償却）８２百万円、及び運賃・運航費等の過年度修正損９６百万円等〕を計上し、法人税、住民税及び

事業税５０９百万円、法人税等調整額▲３７百万円を加減した結果、当期純利益は前年と比べ８９８百万

円増の４６３百万円となりました。 
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次期の市況見通しは、引き続き中国を中心とするアジア諸国の経済が堅調に推移し、それに伴い海運市

況も引き続き強含みで推移すると予想されておりますが、一方では、中国による急激な原材料輸入は、近

い将来には調整期に入ると推察されており、海運市況はその影響を受け若干軟化すると予想しております。 

当社グループは、引き続き営業活動の強化と業績の向上に努力すると共に、より一層コストの削減を図

り、また海外展開を本格的に推し進め、安定した利益計上に努める方針です。 

 

以上により、次期の業績予想は、営業収益については７,６００百万円、経常利益は１,５００百万円、

これに特別損失８２百万円〔退職給付会計基準変更時差異償却額（５年償却）〕を計上し、当期純利益は７

００百万円と見込んでおります。 

尚、業績の見通しにおける主要な為替を１ドル１００円、燃料油をトン当たり１８０ドルで設定してお

ります。 

また、当社の配当につきましては、上記予想数値を確保できることを前提で、１株当たり３～５円を予

定しております。 

 

[ 所在地別のセグメント状況は以下のとおりであります。] 

 

国内の売上高は、１０,００２百万円、営業利益は１,３３０百万円であり、国外（パナマ）の売上高は

３,０１７百万円、営業利益は２７百万円となりました。 

 

② 財政状況 

 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は１,７７６百万円となり、前

連結会計年度末と比較して４２７百万円増加しました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は２,５９０百万円で、これは主に税金等調整前当期純利益９３４百万円、

減価償却費１,３６８百万円、退職給付引当金６８百万円、特別修繕引当金５７百万円、仕入債務１０９百

万円、その他流動負債１１４百万円等による増加と、売上債権１２２百万円等の減少によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は６５８百万円で、これは主に投資有価証券売却４３百万円、長期貸付金

回収７１百万円等による増加と、有形固定資産取得２４８百万円、投資有価証券取得５０３百万円等の減

少によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は１,３５９百万円で、これは長期借入金の借入３００百万円による増加と、

短期借入金の返済７２百万円、長期借入金の返済１,５８７百万円等の減少によるものです。 

 

次期のキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは営業活動が引き続き好調

を見込めることにより税金等調整前当期純利益を１,３００百万円確保し、減価償却費等の増加、法人税等

の支払による減少により、２,０００百万円と予想しております。 

投資活動によるキャッシュ・フローは設備投資等による支出２００百万円を予定しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済１,８００百万円と予想しております。 

以上により、資金の期末残高は当連結会計年度末と概ね同等と予想しております。 
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  尚、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
第８５期 

平成 13 年 3 月期

第８６期 

平成 14 年 3 月期

第８７期 

平成 15 年 3 月期 

第８８期 

平成 16 年 3 月期

自己資本比率（％） ２３.８ ２０.６ ２２.２ ２６.１

時価ベースの自己資本比率（％） ７.９ ７.５ ６.５ ６４.０

債務償還年数（年） ６.７ １８.７ １４.３ ４.１

インタレスト・カバレッジ・レシオ ６.３ ３.９ ５.４ １７.０

 ※ 自己資本比率：       自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：       有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

 ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 
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３．連結財務諸表等 

 

(1) 比較連結貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前連結会計年度 

(平成 15 年 3 月 31 日)

当連結会計年度 

(平成 16 年 3 月 31 日) 
比較増減(減少は△)

  

( 資  産  の  部  )      (１８,６８２)      (１８,９０９)         (２２６)

 流 動 資 産      ２,０５３      ２,５０１        ４４８

現 金 ・ 預 金 １,３４９ １,７７６ ４２７

海 運 業 未 収 金 １８２ ３０４ １２２

貸 付 金 ７０ ５ △ ６５

貯 蔵 品 １６９ １２２ △ ４７

繰延及び前払費用 ９８ １１２ １４

そ の 他 流 動 資 産 １８４   １８１ △ ２

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０              △ ０

  

 固 定 資 産     １６,６２８      １６,４０７       △ ２２１

有 形 固 定 資 産     １５,８８６     １４,７６６     △ １,１２０

船 舶 １５,６９７ １４,４６３ △ １,２３４

建 物 ・ 構 築 物 ６２ ５６ △ ５

器 具 ・ 備 品 １４ １８ ４

土 地 １１１ １１１ －

建 設 仮 勘 定                 ― １１５ １１５

  

無 形 固 定 資 産          １          １          －

電 話 加 入 権 １ １ －

  

投資その他の資産        ７４０      １,６４０        ８９９

投 資 有 価 証 券 ５３８ １,４５６ ９１８

そ の 他 長 期 資 産 ２０２  １８３ △ １８

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０

  

  

  

  

  

  

資 産 合 計 １８,６８２ １８,９０９ ２２６
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前連結会計年度 

(平成 15 年 3 月 31 日)

当連結会計年度 

(平成 16 年 3 月 31 日) 
比較増減(減少は△)

  

(  負 債 の 部  )     (１４,５４３)     (１３,９８１)        △ ５６１

 流 動 負 債      ３,８８０      ４,１５５        ２７５

海 運 業 未 払 金 ２９９ ４０９ １０９

短 期 借 入 金 ２,８６８ ２,８４８ △ １９

未 払 法 人 税 等 １７ ４９９ ４８１

繰 延 税 金 負 債 ５４９ １４６ △ ４０２

未 払 費 用 ６ ７ ０

前 受 金 ４９ １５１ １０２

預 り 金 ２ ４ ２

賞 与 引 当 金 ２２ １６ △ ５

そ の 他 流 動 負 債 ６４ ７０ ５

  

 固 定 負 債        １０,６６３          ９,８２５           △ ８３７

長 期 借 入 金 ９,３０４ ７,８８３ △ １,４２１

繰 延 税 金 負 債 １,０７８ １,５７８ ５００

退 職 給 付 引 当 金 ９３ １６１ ６８

特 別 修 繕 引 当 金 ８７ １４４ ５７

そ の 他 固 定 負 債 ９９ ５７ △ ４１

  

(少 数 株 主 持 分 )                －                 －                －

  

(  資 本 の 部 )         (４,１３８)         (４,９２７)             ７８８

 資 本 金          １,２５０          １,２５０                 －

 利 益 剰 余 金          ２,１４３          ２,６０６           ４６３

 その他有価証券評価差額金          △ １１３           ２１２           ３２６

 為替換算調整勘定             ８５９             ８５９               －

 自 己 株 式              △ ０              △ ０              △ ０

  

  

  

  

負債、少数株主持分及び資本合計 １８，６８２ １８,９０９ ２２６
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(2) 比較連結損益計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前連結会計年度 

(自 平成 14 年 4 月 1 日) 

(至 平成 15 年 3月 31 日) 

当連結会計年度 

(自 平成 15 年 4 月 1 日) 

(至 平成 16 年 3月 31 日) 

比較増減(減少は△)

運 賃 ５,５８２ ７,６０４ ２,０２２

貸 船 料 ２,０５１ １,８８４ △ １６６

その他海運業収益 ３６ ４６ １０

そ の 他 事 業 収 益 ２５ ２５ △ ０

営 

業 

収 

益 
計 ７,６９５ ９,５６０ １,８６５

運 航 費 ２,５５２ ２,６１８ ６５

船 費 ２,７７５      ２,８４０ ６４

借 船 料 １,８６４ ２,１４２ ２７８

その他海運業費用 ７０ ８０ ９

そ の 他 事 業 費 用 １２ １１ △ １

一 般 管 理 費 ４７５ ５１０ ３５

営 

 

 

業 

 

 

損 

 

 

益 

営 

業 

費 

用 

計 ７,７５１ ８,２０２ ４５１

営 業 損 ( △ ) 益 △ ５５ １,３５８ １,４１３

受 取 利 息 １７ １２ △ ５

受 取 配 当 金 １３ ８ △ ４

投資有価証券売却益 ７ － △ ７

為 替 換 算 差 益 ２７ － △ ２７

そ の 他 ４３ ６ △ ３６

営 

業 

外 

収 

益 
計 １０８ ２７ △ ８１

支 払 利 息 １６４ １５１ △ １２

為 替 換 算 差 損 － ８５ ８５

そ の 他 １７        １８ １

営 
 
業 
 
外 
 
損 
 

益 

営 
業 
外 
費 
用 計 １８２ ２５５ ７３

経 

 

 

 

 

 

常 

 

 

 

 

 

損 

 

 

 

 

 

益 

経 常 損 ( △ ) 益 △ １２８ １,１３０ １,２５８

投資有価証券売却益 ３１ ２ △ ２８

過 年 度 損 益 修 正 益 ２４ － △ ２４

特別修繕引当金取崩額 ８ － △ ８

そ の 他 １ － △ １

特 

別 

利 

益 
計 ６５ ２ △ ６３

固 定 資 産 売 却 損 ４９７ － △ ４９７

投資有価証券売却損 １５７ － △ １５７

ゴルフ会員権評価損         １１ － △ １１

退職給付会計基準変更時差異償却 ８２ ８２ －

過 年 度 損 益 修 正 損 ２０ ９６ ７６

そ の 他 １２ １９ ６

特 

 

別 

 

損 

 

益 

特 

別 

損 

失 

計 ７８１ １９８ △ ５８２

税金等調整前当期純損(△)益 △ ８４４ ９３４ １,７７８

法人税、住民税及び事業税 ２２ ５０９ ４８６

法 人 税 等 調 整 額 △ ４３１   △ ３７ ３９３

当 期 純 損 ( △ ) 益 △ ４３５ ４６３ ８９８
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(3) 比較連結剰余金計算書 

                                  （単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

科  目 

前 連 結 会 計 年 度 

(自 平成 14 年 4 月 1 日) 

(至 平成 15 年 3月 31 日) 

当 連 結 会 計 年 度 
(自 平成 15 年 4 月 1 日) 

(至 平成 16 年 3月 31 日) 

（利益剰余金の部） 

1．利 益 剰 余 金 期 首 残 高         ２,５７９         ２,１４３

2．利 益 剰 余 金 増 加 高 

    当 期 純 利 益                        －           ４６３

3．利 益 剰 余 金 減 少 高 

    当 期 純 損 失         △ ４３５             －

4．利 益 剰 余 金 期 末 残 高         ２,１４３         ２,６０６
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(4) 比較連結キャッシュ・フロ－計算書 

         （単位 百万円／端数切捨て） 

 期  別 

科  目 

前連結会計年度 
(自 平成 14 年 4月 1日) 
(至 平成 15 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 
(自 平成 15 年 4月 1日) 
(至 平成 16 年 3 月 31 日) 

1. 営業活動によるキャッシュ･フロー 

 税 金等調整前当期純利益 △ ８４４ ９３４

 減 価 償 却 費 １,３８３ １,３６８

 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ ０ ０

 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ １２ △ ５

 退 職給付引当金の増減額 △ １２ ６８

 特 別修繕引当金の増減額 １０ ５７

 受 取利息及び受取配当金 △ ３０ △ ２０

 支 払 利 息 １６４ １５１

 固 定 資 産 売 却 損 ４９８ －

 固 定 資 産 除 却 損 ０ －

 有価証券･投資有価証券売却損益 １１８ △ ２

 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 １１ －

 為 替 換 算 差 額 △ １３ ６４

 未 収 消 費 税 の 増 減 額 １ △ ０

 船 内 準 備 金 の 増 減 額 △ ２ ２４

 た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ ７９ ４７

 売 上 債 権 の 増 減 額 ５８ △ １２２

 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ １５８ １０９

 そ の 他           △ ９１             ７３

 小    計 １,００１ ２,７４９

 利 息及び配当金の受領額 ３０ ２０

 利 息 支 払 額 △ １６６ △ １５２

 法 人 税 等 支 払 額            △ ５           △ ２７

 営業活動によるキャッシュ･フロー ８５９ ２,５９０

2. 投資活動によるキャッシュ･フロー 

 有形固定資産の取得による支出 △ １１ △ ２４８

 有形固定資産の売却による収入 ９７２ －

 投資有価証券の取得による支出 △ １７３ △ ５０３

 投資有価証券の売却による収入 ３５２ ４３

 ゴルフ会員権取得による支出 △ ６ －

 貸 付 金 に よ る 支 出 △ １ △ １４

 貸 付金の返済による収入 ６ ７１

 その他投資の取得による支出 △ １２ △ １２

 そ の 他              ０             ５

 投資活動によるキャッシュ･フロー １,１２５ △ ６５８

3. 財務活動によるキャッシュ･フロ― 

 短 期 借 入 金 増 減 額 ３３４ △ ７２

 長 期 借 入 金 に よ る 収 入 － ３００

 長期借入金の返済による支出 △ ２,４７３ △ １,５８７

 そ の 他            △ ０            △ ０
 財務活動によるキャッシュ･フロー △ ２,１３９ △ １,３５９

4. 現金及び現金同等物に係わる換算差額                   △ １１３          △ １４５

5. 現金及び現金同等物の増減額                   △ ２６８            ４２７

6. 現金及び現金同等物期首残高                   １,６１７          １,３４９

7. 現金及び現金同等物期末残高                   １,３４９          １,７７６
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(5) 連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 ① 連結の範囲に関する事項 

 

連結子会社 ----------- ２社（DELICA SHIPPING S.A. / GRIFFITH S.A.） 

              

 ② 持分法の適用に関する事項 

 

該当する会社はありません。 

 

 ③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 

連結子会社の決算日は、連結財務諸表提出会社と一致しております。 

 

 ④ 会計処理基準に関する事項 

 

  ａ．有価証券の評価基準及び評価方法 

 

その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

によっております。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

           

  ｂ．デリバティブの評価基準及び評価方法 

 

時価法によっております。 

 

   ｃ．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

貯蔵品 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

               

   ｄ．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

有形固定資産   

船舶 ----------- 定額法によっております。 

建物及びその他 ----------- 定率法によっております。 

 

ｅ．重要な引当金の計上基準 

 

貸倒引当金 ----------- 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

賞与引当金 ----------- 従業員に支給する賞与に充てるため支給見込額に基づき、当

期負担額を計上しております。 
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退職給付引当金 ----------- 従業員の退職金の支払に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異（４１０百万円）については、５年

による按分額を特別損失に計上しております。 

特別修繕引当金 ----------- 船舶安全法による船舶の定期検査工事にかかる費用の支出に

備えるため、過年度の特別修繕に要した費用を基礎に将来の修

繕見込みを加味して計上しております。 

 

ｆ．収益及び費用の計上基準 

  

海運業収益及び費用の計上方法は、航海日割基準によっております。 

 

ｇ．重要なリース取引の処理方法 

 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じております。 

 

ｈ．重要なヘッジ会計の方法 

 

(ｲ) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ会計を適用しております。 

ただし、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を適用し、金

利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を適用しております。

(ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取引 外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変動リスク 

金利スワップ取引 借入に係る将来の金利の変動によるリスク 

(ﾊ) ヘッジ方針 

社内管理規定に基づき、為替相場の変動によるリスク及び金利変動リスクを回避するためにデリ

バティブ取引を利用しており、投機目的のものではありません。 

(ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は省略し

ております。 

 

  ｉ．その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 

消費税等の会計処理 ----------- 税抜方式を採用しております。 

 

 

 ⑤ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
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 ⑥ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 

連結剰余金計算書は、当連結会計年度中に確定した連結会社の利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

 

 ⑦ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

 （注記事項）     

 

① 連結貸借対照表関係 

 

 （平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成 16 年 3 月 31 日現在）

ａ．有形固定資産の減価償却累計額 ９,３８６ 百万円 １０,７５５ 百万円
ｂ．担保に供している資産 
船舶 １５,６９７ 百万円 １４,３６６ 百万円

ｃ．保証債務等 
連帯債務のうち他の連帯債務者負担額 ４７０ 百万円 ２３５ 百万円

  

 ② 連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

 （平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成 16 年 3 月 31 日現在）

現金及び預金勘定 １,３４９ 百万円 １,７７６ 百万円

現金及び現金同等物 １,３４９ 百万円 １,７７６ 百万円
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 ③ 税効果会計関係 

 

  ａ．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                  

 （平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成 16 年 3 月 31 日現在）

繰延税金資産 
 未払事業税 １ 百万円 ４４ 百万円
 その他有価証券評価差額金 ５２  〃 －  〃 
 棚卸資産 ９  〃 ７  〃 
 賞与引当金限度超過額 ９  〃 ６  〃 
特別修繕引当金限度超過額 ９  〃 １６  〃 
退職給付引当金限度超過額 ２４  〃 ６２  〃 
ゴルフ会員権評価損 ３  〃 ３  〃 
 減価償却費限度超過額 －  〃 ４  〃 
 繰越欠損金 ３２１  〃 ４  〃 
その他 １  〃 ０  〃 

小計 ４３２ 百万円 １５０ 百万円
評価性引当額 △ ５２  〃 －  〃 

繰延税金資産合計 ３７９ 百万円 １５０ 百万円
繰延税金負債 
 課税対象留保金額 ５６８ 百万円 ２０５ 百万円
 圧縮記帳積立金 １,４２９  〃 １,２０３  〃 
 その他有価証券評価差額金 １０  〃 １４５  〃 
 その他 －  〃 ３２１  〃 

繰延税金負債合計 ２,００８ 百万円 １,８７６ 百万円

繰延税金負債の純額 １,６２８ 百万円 １,７２５ 百万円

 

  ｂ．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主要な項目別の内訳 

 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成 16 年 3 月 31 日現在） 

法定実効税率 ４０.９％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 １.１〃税金等調整前当期純損失が計上されているため、

記載しておりません。  市県都民税／均等割 ０.２〃

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ０.１〃

  圧縮記帳取崩等に係る為替換算差額 ６.３〃

  その他 ２.０〃

 税効果会計適用後の法人税の負担率 ５０.４％

 

ｃ．前連結会計年度（平成14年 4月 1日～平成15年 3月 31日）注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法の改正（平成 16年

4 月 1 日以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、当連結会計年度末に

おける一時差異等のうち、平成 16 年 3 月末までに解消が予定されるものは改正前の税率、平成

16年 4月以降に解消が予定されるものは改正後の税率であります。 

   この税率の変更により、当連結会計年度末の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除

した金額）が５百万円増加しております。 
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 ④ 退職給付関係 

 

  ａ．当企業集団は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、退職一時金制度については、昭和５５年から適格退職年金制度への移行を段階的に行い、

昭和６０年に移行が完了しております。 

 

ｂ．退職給付債務に関する事項 

 

 （平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成 16 年 3 月 31 日現在）

(ｲ) 退職給付債務 △ ２９９ 百万円 △ ２７７ 百万円

(ﾛ) 年金資産 ４１ 百万円 ３３ 百万円

(ﾊ) 未積立退職給付債務(ｲ＋ﾛ) △ ２５７ 百万円 △ ２４４ 百万円

(ﾆ) 会計基準変更時差異の未処理額 １６４ 百万円 ８２ 百万円

(ﾎ) 連結貸借対照表計上純額(ﾊ＋ﾆ) △ ９３ 百万円 △ １６１ 百万円

(ﾍ) 退職給付引当金 △ ９３ 百万円 △ １６１ 百万円

   （注) 当企業集団は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

ｃ．退職給付費用に関する事項 

 

 （平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成 16 年 3 月 31 日現在）

(ｲ) 勤務費用 ５０ 百万円 ７３ 百万円

(ﾛ) 会計基準変更時差異の費用処理額 ８２ 百万円 ８２ 百万円

(ﾊ) 退職給付費用(ｲ＋ﾛ) １３２ 百万円 １５５ 百万円

 

ｄ．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

 （平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成 16 年 3 月 31 日現在）

(ｲ) 割引率 ２.５ ％ ２.０  %

(ﾛ) 会計基準変更時差異の処理年数 ５ 年 ５ 年
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(6) 部門別売上高明細書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度 

(平成 14 年 4月 1日～平成 15 年 3月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 15 年 4月 1日～平成 16 年 3月 31 日) 
 

金 額 比 率(%) 金 額 比 率(%) 

貨物運賃 ５,５８２ ７２ ７，６０４ ７９

貸 船 料 ２,０５１ ２７ １，８８４ ２０

そ の 他 ６１ １ ７１ １

合 計 ７,６９５ １００ ９,５６０ １００

（注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 

 

（参 考） 

 

  期末支配船腹 

前連結会計年度 

(平成 15 年 3 月 31 日現在)

当連結会計年度 

(平成 16 年 3 月 31 日現在)

比較増減(減少は△) 

(平成 16 年 3月期－平成 15 年 3月期)
 

隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ)

社 船 １２ ３８３,２５０ １２ ３８３，２５０ － －

用 船 ５ １４５,０２９ ４ １１２，９１４ △ １ △ ３２，１１５

合 計 １７ ５２８,２７９ １６ ４９６，１６４ △ １ △ ３２，１１５
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４．セグメント情報 

 

(1) 事業の種類別セグメント情報 

 

前連結会計年度 

(平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月 31日) 

当連結会計年度 

(平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日) 

当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、海

運業の売上高、営業利益及び資産の金額が全体の

売上高の合計、営業利益の合計及び資産の金額の

合計額に占める割合のいずれも９０％を超えて

いるため、記載を省略しております。 

同   左 

 

 

(2) 所在地別セグメント情報     

             （単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度  (平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月 31日) 
 

日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

1. 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ７,６９５ － ７,６９５ － ７,６９５

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ４５６ ２,６０７ ３,０６３ (３,０６３) －

 計 ８,１５１ ２,６０７ １０,７５８ (３,０６３) ７,６９５

 営 業 費 用 ７,８６３ ２,９４９ １０,８１３ (３,０６１) ７,７５１

 営 業 損 ( △ ) 益 ２８８ △ ３４２ △ ５４ (    １) △ ５５

2. 資 産 ４,４２８ １４,５３３ １８,９６１ (△ １００) １９,０６２

 

 

             （単位 百万円／端数切捨て） 

当連結会計年度  (平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日) 
 

日本 中米(ﾊﾟﾅﾏ) 計 消去又は全社 連結 

1. 売上高及び営業損益  

 売 上 高  

 (1)外部顧客に対する売上高 ９,５６０ － ９,５６０ － ９,５６０

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ４４１ ３,０１７ ３,４５８ (３,４５８) －

 計 １０,００２ ３,０１７ １３,０１９ (３,４５８) ９,５６０

 営 業 費 用 ８,６７２ ２,９８９ １１,６６１ (３,４５８) ８,２０２

 営 業 損 ( △ ) 益 １,３３０ ２７ １,３５８ (    －) １,３５８

2. 資 産 ６,００３ １３,３５７ １９,３６０ (  ４５１) １８,９０９
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(3) 海外売上高 

 

前連結会計年度（自 平成 14年 4月 1日／至 平成 15年 3月 31日） 

                                  （単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア 北 米 ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 ５１９ ４３２ １７４ ２８ １,１５５

Ⅱ連結売上高 － － － － ７,６９５

Ⅲ連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
６.７ ５.６ ２.３ ０.４ １５.０

（注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

(2) 東南アジア ----------- 韓国、シンガポ－ル 

(3) 北米 ----------- カナダ 

(4) ヨーロッパ ----------- ドイツ 

③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

当連結会計年度（自 平成 15年 4月 1日／至 平成 16年 3月 31日） 

                                  （単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア 北 米 ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 ６６９ ５２ １,５０２ ３８４ ２,６０７

Ⅱ連結売上高 － － － － ９,５６０

Ⅲ連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
７.０ ０.６ １５.７ ４.０ ２７.３

（注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- オーストラリア、ニュージーランド 

(2) 東南アジア ----------- 中国、シンガポ－ル 

(3) 北米 ----------- アメリカ 

(4) ヨーロッパ ----------- デンマーク、ノルウェー 

③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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５．有価証券 

 

（前連結会計年度） 

 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成 15年 3月 31日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １０８ １２０ １１

債 券 １２４ １４７ ２３

その他 － － －

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 
小 計 ２３３ ２６８ ３５

株 式 ３３６ １９８ △ １３７

債 券 ６ ５ △ ０

その他 － － －

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 
小 計 ３４２ ２０３ △ １３８

合 計 ５７５ ４７２ １０３

 

(2) 売却したその他有価証券(平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月 31日) 

 

売却額 ３５２ 百万円

売却益の合計 ３８ 百万円

売却損の合計 １５７ 百万円

 

(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成 15年 3月 31日現在) 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ６６ 百万円

 

(4) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成 15年 3月 31日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

 債 券  

国 債 － － － １１９

社 債 － １１ － －

そ の 他 － － － －

合 計 － １１ － １１９
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（当連結会計年度） 

 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成 16年 3月 31日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 ９０７ １,２６０ ３５２

債 券 １２４ １２９ ５

その他 － － －

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 
小 計 １,０３２ １,３９０ ３５７

株 式 － － －

債 券 － － －

その他 － － －

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 
小 計 － － －

合 計 １,０３２ １,３９０ ３５７

 

(2) 売却したその他有価証券(平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日) 

 

売却額 ４３ 百万円

売却益の合計 ２ 百万円

売却損の合計 － 百万円

 

(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成 16年 3月 31日現在) 

 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ６６ 百万円

 

(4) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成 16年 3月 31日現在) 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

 債 券  

国 債 － － － １１９

社 債 ５ － － －

そ の 他 － － － －

合 計 ５ － － １１９
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６．デリバティブ取引関係 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

〔
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

〕 〔
自 平成 15 年 4 月 1 日
至 平成 16 年 3 月 31 日

〕

  

1．取引の状況に関する事項  

 (1) 取引の内容 同   左 

 利用しているデリバティブ取引は通貨関連では為替予約取引等、金利関
連では金利スワップ取引であります。 

 

 同   左 

 (2) 取引に対する取組方針  

 デリバティブ取引は、将来の為替･金利の変動によるリスク回避を目的
としており、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

  

 (3) 取引の利用目的 同   左 

 デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リス
クを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で、また金利関連では借入金
利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目
的で利用しております。 
 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

 

 ① ヘッジ会計の方法  

   繰延ヘッジ処理によっております。 
ただし、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている
場合は振当処理を適用し、金利スワップ取引については、特例処理
の要件を満たしている場合は特例処理を適用しております。 

 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象  

   ヘッジ手段 --- 金利スワップ、為替予約  

   ヘッジ対象 --- 借入金、外貨建予定取引  

 ③ ヘッジ方針  

社内管理規定に基づき、為替相場の変動によるリスクを回避する
ためにデリバティブ取引を利用しており、投機目的のものではあ
りません。また、金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、
対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法  

   ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するも
のと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略してお
ります。 

 

  

 (4) 取引に係るリスクの内容 同   左 

 為替予約取引等は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は
市場金利の変動によるリスクを有しております。 
 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リ
スクはほとんどないと認識しております。 

 

  

 (5) 取引に係るリスク管理体制 同   左 

 デリバティブ取引の執行･管理については、取引権限及び取引限度額を
定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決済担当者の承認を得て行って
おります。 

 

  

2．取引の時価等に関する事項 同   左 

 当連結会計年度は、デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が
適用されておりますので、記載を省略しております。 
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７．関連当事者との取引 

 

(1) 主要株主           

                                           （単位 百万円） 

会 

社 

名 

住 

所 

資 

本 

金 

事 

業 

の 

内 

容 

議被 

決所 

権有 

等割 

の合 

役

員

の

兼

務

等

事

実

上

の

関

係

取引内容 取引金額 科目 
期末 

残高 

貸船   １１６ － －
直接 

 

16.8 

 

％ 

被

転

籍

１

名

営
業
取
引 

運航受託  １４ － －

株 
式 
会 
社 
商 
船 
三 
井 

大 

阪 

市 

北 

区 

64,915 

海 

運 

業 

他 
間接 

 

0.0 

 

％ 

兼

任

 

０

名

船

舶

の

共

有

 

及

び

 

賃

貸

借

営
業
取
引
以
外
の
取
引 

債務保証    ２３５ － －

 □ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   債務保証は、共有船建造等に係わる連帯債務のうち同社負担額に対するものであります。 

 

(2) その他の関連会社 

                                           （単位 百万円） 

会 

社 

名 

住 

所 

資 

本 

金 

事 

業 

の 

内 

容 

 議所 

 決有 

 権割 

 等合 

 の 

役

員

の

兼

務

等

事

実

上

の

関

係

取引内容 取引金額 科  目 
期末 

残高 

乾 

光 

海 

運 

株 

式 

会 

社 

神 

戸 

市 

中 

央 

区 

90 

船 

舶 

用 

品 

の 

売 

買 

等 

直接 

 

19.4 

 

％ 

兼

任

 

１

名

船

舶

用

品

の

購

入

等

営

業

取

引

船舶用品 

の購入 
１４７ 

海運業 

未払金 
４２

 □ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   船舶用品の購入については、市場の実勢に基づき一般的取引条件と同様に決定しております 


